
障害者包括支援相談体制の構築検討委託の公募について

1. 趣旨
地域共生社会の実現のため、既に地域に根付いている高齢者の在宅介護支援センター

での障害者の相談支援の実施により、障害者の身近な地域での相談支援体制を早期に構

築する。

平成３１年度中の実施を目指し、区の現状に合わせた運営体制を検討するため、現状

分析・課題整理等の業務を、専門的知見を有する事業者に委託する。区が企画するにあ

たっては、高齢福祉・障害福祉両方の制度についての情報や検討資料作成が要求される

ことから、簡易型プロポーザル方式（公募型）により、事業者を選定する。

2. 業務内容
（１）相談支援の現状を踏まえた課題整理・分析・評価検討

（２）相談支援専門員の配置・研修・スケジュール・事業費等を含む相談支援体制整

備案の提案

（３）品川区関係者・相談支援事業者・在宅介護支援センター運営事業者との情報共

有支援

3. 公募の概要
（１）主な応募資格

 品川区の福祉分野の状況に精通していること。

 高齢福祉制度・障害福祉制度に精通し、地方公共団体から受託して、介護保

険事業計画および障害福祉計画両方の策定に係る業務に携わった経験があ

ること。

 地域包括支援センターの運営・管理に携わった経験のあるスタッフを有して

いること。

 障害者相談支援事業の運営に携わった経験のあるスタッフを有しているこ

と。

 福祉人材向け人材育成研修に係る研修プログラムの立案経験があること。

 東京電子自治体共同運営サービスにおいて、区への競争入札参加資格を有し

ていること。

（２）主なスケジュール

公募開始 平成３０年 ８月 １日 

公募説明会  ８月１０日 

提案書提出期限  ８月３１日 

審査会・選定会議  ９月中旬 

事業者決定・結果通知送付  ９月中旬 

4. 実施要領
別紙のとおり

厚 生 委 員 会 資 料

平 成 ３ ０ 年 ７ 月 ３ ０ 日

福 祉 部 障 害 者 福 祉 課



1 

障害者包括支援相談体制構築検討委託に係る 

簡易型プロポーザル実施要領 

１. 業務目的 

地域共生社会の実現のため、既に地域に根付いている高齢者の在宅介護支援センター

での障害者の相談支援の実施により、障害者の身近な地域での相談支援体制を早期に構

築する。 

平成３１年度中の実施を目指し、区の現状に合わせた運営体制を検討するため、現状

分析・課題整理等の業務を、専門的知見を有する事業者に委託する。区が企画するにあ

たっては、高齢福祉・障害福祉両方の制度についての情報や検討資料作成が要求される

ことから、簡易型プロポーザル方式（公募型）により、事業者を選定する。 

２. 予算額 

１２，５００千円 

３. 履行期間 

契約締結日の翌日から平成３１年３月２９日まで 

４. 履行場所 

区指定場所 

５. 業務内容 

障害者包括支援相談体制構築に向けた現状を踏まえた課題整理、運営体制の提案を行

う。 

（１） 品川区における高齢・障害相談支援の課題整理、分析・評価 

① 区内在宅介護支援センターに対する課題分析のためのヒアリング 

② 区内拠点相談支援センターに対する課題分析のためのヒアリング 

③ 各拠点相談支援センターにおける相談支援利用者の分析 

（２） 相談支援専門員の配置・研修・スケジュール・事業費等を含む相談支援体制整

備案の提案 

特定相談支援事業所として都の指定を受けるにあたり必要な人員体制等につ

いて検討する。 

（３） 品川区関係者・相談支援事業者・在宅介護支援センター運営事業者との情報共

有支援 

（４） その他、体制構築検討に必要な調査・分析・支援等 

６. 成果物 
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本業務における成果物は次のとおりとする。なお、各成果物の納期限は業務進捗状況

を踏まえ、区と受託者が協議の上決定する。 

（１） 進捗状況定期報告書（２か月に１回、Ａ４サイズ） 

ただし、区が提出を求めない月は不要。 

（２） 業務内容（１）（２）に係る報告書（Ａ４サイズ） 

（３） 成果報告書「（仮題）品川区における地域共生社会に向けた高齢者・障害者の包

括的相談支援体制の構築について」（Ａ４サイズ） 

※１ 成果物は、紙媒体および改変可能な電子データで提供することとし、Windows

７以上で動作し、Microsoft Office2010 以上で更新等の作業ができるものと

する。なお、やむを得ずその他アプリケーションを使用する場合は区の了解を

得ること。 

※２ 成果物を複製または引用するために必要とする権利はすべて区に帰属するも

のとする。 

７. 応募資格 

以下のすべての項目に該当すること。 

（１） 品川区の福祉分野の状況に精通していること。 

（２） 高齢福祉制度・障害福祉制度に精通し、地方公共団体から受託して、介護保険

法第１１７条に基づく介護保険事業計画および障害者総合支援法第８８条に基

づく障害福祉計画の策定に係る業務に携わった経験があること。 

（３） 地域包括支援センターの運営・管理に携わった経験のあるスタッフを有してい

ること。 

（４） 障害者相談支援事業の運営に携わった経験のあるスタッフを有していること。 

（５） 福祉人材向け人材育成研修に係る研修プログラムの立案経験があること。 

（６） 社会福祉法人向け人材育成・人材マネジメントに係るコンサルティング業務の

経験があること。 

（７） 本業務において、十分な遂行能力を有し適切な執行体制を有すること、および

区の指示に柔軟対応できること。 

（８） 個人情報の保護について、区の施策に準じた措置を講じられること。 

（９） 東京電子自治体共同運営サービスにおいて、区への競争入札参加資格を有して

いること。 

（１０） 国税、地方税を完納していること。 

（１１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同施

行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）の規定に該当しな

いこと。 

（１２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第

２条第２号に規定する暴力団および公の秩序を害する恐れのある団体等のある

ことが指定されている者の一部または全部を法人役員もしくは職員として構成
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していないことおよびそれらの利益となる活動を行わないこと。 

（１３） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続

き開始の申立てまたは民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規

定に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこと。 

８. 応募書類および提出期限 

応募を希望する事業者は、（１）公募参加申込書を提出の上、（２）公募説明会に参加

し、（３）必要書類を期限までに障害者福祉課窓口（品川区役所本庁舎３階）または郵

送にて提出すること。 ※郵送の場合は提出期限までに必着のこと 

（１） 公募参加申込書（様式１） 

平成３０年８月９日（木） 午後５時必着 

（２） 公募説明会 

日時：平成３０年８月１０日（金）午前１１時から１２時まで 

場所：品川区役所第二庁舎６階 ２６２会議室 

（３） 必要書類 

① 質問書（様式２） 

平成３０年８月２２日（水） 午後５時必着 

※公募説明会終了後、ＦＡＸ（０３－３７７５－２０００）にて、障害者福

祉課福祉改革担当までお送りください。 

② 財務関係書類 

平成３０年８月２４日（金） 午後５時必着 

(ア) 法人税申告書（写） 直近２期分 

※税務署の収受印のある法人税確定申告書、別表、計算書類（貸借対

照表、損益計算書）および勘定科目内訳明細書 

(イ) 直近決算期から６か月以上経過した場合は、直近の試算表または直近

の貸借対照表および損益計算書 

(ウ) 商業登記簿謄本 

(エ) 定款 

(オ) 会社案内 

(カ) 代表者の履歴・経歴のわかるもの 

(キ) 許認可を要する業種にあっては、許認可証の写し 

③ 参加辞退届（様式３） 

公募への参加を辞退する場合、平成３０年８月２４日（金） 午後５時必着 

④ 提案書（様式自由） 

平成３０年８月３１日(金) 午後５時必着  



4 

９. スケジュール 

公募開始 平成３０年 ８月 １日 

公募参加申込書提出期限  ８月 ９日 

公募説明会  ８月１０日 

質問書提出期限  ８月２２日 

財務関係書類提出期限  ８月２４日 

参加辞退届提出期限  ８月２４日 

提案書提出期限  ８月３１日 

審査会（プレゼンテーション）  ９月中旬 

事業者決定・結果通知送付  ９月中旬 

１１．連絡先・書類提出先 

品川区福祉部障害者福祉課福祉改革担当 担当：眞鍋 

電 話 ０３（５７４２）６７６２（直通） 

ＦＡＸ ０３（３７７５）２０００


